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研究成果の概要（和文）：本研究においては，フェアトレードというグローバルな社会的事象の

持つ意味・背景を，経済学及び社会学的な理論分析とともに，タンザニア及びバングラデシュ

のフェアトレード生産者へのインタビュー，京都での消費者へのフェアトレードに関するアン

ケート調査を通して得られた知見をもとに明らかにした。また，この分析に基づいて，コーヒ

ーを事例としてフェアトレードを題材とした中学校社会科公民分野を想定した学習モデルを開

発した。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, we clarified a meaning and a background of the fair 
trade from economics and sociological theory analysis. In addition to the theoretical 
analysis mentioned above, we clarified a meaning and a background of the fair trade based 
on knowledge provided through the interview to Tanzanian and Bangladeshi fair trade 
producers and the questionary survey about the fair trade to consumers in Kyoto. Based on 
the results provided by these analyses, we developed a learning model about the fair trade. 
This model is usable in the social studies of the junior high school. 
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１．研究開始当初の背景 
 21 世紀になってますます深化し続けるグ
ローバル化（globalization）をどのように捉
え，どのように対処すべきかについては，政
治のみならず教育，とりわけ社会系の教科教
育にとって，今日最重要のテーマの一つであ

る。このグローバル化社会の基盤の一つに，
グローバルな自由市場を舞台にした「グロー
バル資本主義システム」がある。グローバル
に自由に移動する資本と利益の最大化を特
徴とするグローバル資本主義システムは，地
球環境問題，南北問題，企業倫理問題等さま
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ざまな問題を引き起こしている。しかしなが
ら，従来の義務教育とりわけ社会科教育にお
いては，このようなグローバルな諸問題に対
する学習は必ずしも十分には展開されてこ
なかった。例えば，中学 3 年社会科公民的分
野においては，学習指導要領においてその重
要性を指摘するものの，具体的な展開につい
ては，「その際，課題学習を取り入れ（略）
追究させるなどの工夫が必要である」（文部
科学省，中学校学習指導要領解説社会編，
152）と述べるにとどまり，学習は言わば生
徒の自主性に委ねられてきた。その結果，教
科書記述も生徒の学習もともに表面的とな
り，教える側も学ぶ側もその取り扱いに迷い，
知識・理解は曖昧なままに，価値判断は短絡
的な個人的清貧主義，国益重視あるいは人類
益重視に止まりがちとなってきた（魚住忠久
編，2005：グローバル時代の経済リテラシー）。
このようなグローバルな諸問題，とりわけ経
済的な問題に対する学習の改善に資するた
めに，本研究においては社会的事象として近
年大きな注目を集めつつある「フェアトレー
ド」を取り上げる。フェアトレードとは公正
な貿易を行おうという取り組みのことで，そ
の目的は世界に広がる貧困の解消であり，貿
易を通じて仕事を作り，仕事を通じて生活を
向上させることにあるが，その美しい理念と
は裏腹に課題も多い。本研究においては，こ
のフェアトレードを，経済学を中心に社会
学・社会科教育学協働のもとで検討すること
を通して，「グローバルな資本主義システム」
の教材化および学習モデル開発をめざすこ
ととした。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では，変質する 21 世紀を担いうる

市民の育成を目ざす教育のあり方を，グロー
バルな社会的事象としてのフェアトレード
の教材化を通して探るために，大きく次の二
つのことを行う。 
（1）フェアトレードというグローバルな社
会的事象の意味，およびその背景を経済学的，
社会学的に明らかにする。 
（2）(1)の成果を生かす社会科公民教育の教
材開発を行うとともに．社会科における環境
教育・市民性教育・グローバル教育の改善方
向を示す。 
 
 
３．研究の方法 
（1）本研究においては，フェアトレード
というグローバルな社会的事象の持つ意味，
背景を経済学的，社会学的に明らかにした
上で，それに基づいてフェアトレードを題
材とした社会科公民教育の教材開発を行う
ことを目的としている。そのために研究の

柱として次の二項目を考えた。 
・フェアトレードに関する経済学的及び社
会学的分析。 
・上記の経済学的及び社会学的分析から得
られた知見を基にした社会科公民教育の教
材開発。 
 
（2）フェアトレードに関する経済学的及び
社会学的分析を行うために，フェアトレード
についての経済学的な基礎的データ（生産
額・消費額・貿易額等）の収集を行い，グロ
ーバル化が進む国際経済におけるフェアト
レードの位置付けの分析を行う。また，フェ
アトレードに対する人々の意識を把握する
ために，一般市民を対象としたアンケート調
査（京都市民 1000世帯を対象）を実施する。
さらに，途上国におけるフェアトレード商品
の生産者がフェアトレードに対して抱く意
識を調査するために，タンザニア及びバング
ラデシュに出向き，代表的なフェアトレード
商品であるコーヒー及び刺繍製品の生産者
に対するインタビュー調査を行う。 
 
（3）上記の分析に基づきフェアトレードを
題材としたグローバル資本主義経済システ
ムに関する社会科公民教育の教材を開発す
る。 
 
（4）本研究においては理論研究とともに教
材開発についても研究目的の重要な柱とな
っているため，京都教育大学附属中学校・
高等学校の関係教員に協力を要請する。 
 
 
４．研究成果 
（1）本研究は，フェアトレードというグロ
ーバルな社会的事象の持つ意味，背景を経済
学的，社会学的に明らかにした上で，フェア
トレードを題材とした社会科公民教育の学
習モデル開発を行うことを目的として実施
した。ここでは，その成果について概略をま
とめる。 
 
（2）フェアトレードに関する様々な経済的
データを収集し，フェアトレードがグローバ
ル化が進む経済活動の中でどのような位置
付けであるかを検討した。その結果，フェア
トレードは近年貿易額あるいは先進諸国で
の消費額については一貫して増加傾向にあ
るものの，国際貿易全体の中では量的にはニ
ッチなものであるといえる。特に日本は他の
先進諸国と比較して国民 1人当たりのフェア
トレード商品の消費額が際立って少ないこ
とが特徴としてあげることができる。また，
近年はフェアトレードラベルを利用する認
証型フェアトレード商品の増加が目立って
おり，スターバックス，マクドナルド，ネス



レ等の大企業が企業の社会的貢献（CSR）の
立場から参入する例が多くなっていること
が明らかになった。この認証型フェアトレー
ド商品の増加には，フェアトレードが企業戦
略の一部に利用されているというような批
判も多く出されている。こうした批判は，主
にフェアトレードの持つ理念を重要視する
提携型フェアトレードの側から出されてお
り，フェアトレード市場における両者の軋轢
が大きくなってきていることが明らかにな
った。 
 
（3）京都市民 1000 世帯を対象にフェアトレ
ードに関するアンケート調査を実施した。こ
のアンケートでは，フェアトレードの認知度，
フェアトレードに対するイメージ，フェアト
レード商品に対するニーズ・購入理由，フェ
アトレード商品の価格に対する評価等につ
いて質問した。アンケートの回収状況は総配
布数 1000 通に対して回答数は 146 通，回収
率 14.6％であった。フェアトレードの認知度
については，フェアトレードという用語，フ
ェアトレードラベルのいずれかを知ってい
ると回答した人が全体の 31％であった。フェ
アトレードに関するイメージは，多い順に
「公平な取引である」が 82 名，「援助の一つ
である」が 55 名、「生産者に良い」が 45 名
となっており，このあたりのイメージが多く
の消費者がフェアトレードに抱くイメージ
であろうと考えられる。また，「新しく馴染
みがない」と回答した人も 36 人おり，まだ
まだフェアトレードが特別なもので馴染み
がなく取っ付きにくいというイメージもあ
ることがわかった。次に，フェアトレード商
品に対するニーズ・購入理由を質問したとこ
ろ，実際に購入した商品としてはコーヒー
（14名），小物（9 名），チョコレート（7 名），
紅茶（6 名）等が多く挙げられた。購入理由
を商品自体の購入理由とフェアトレードの
目的の購入理由に分けて検討すると，前者に
ついては「気に入った商品がフェアトレード
商品であった」が 11名，「品質が良さそうだ
から」が 5名であった。後者については，「途
上国の貧困問題解決のため」が 12名，「生産
者への配慮があるから」が 11 名，「フェアト
レード市場の拡大への期待」が 6 名，「環境
に配慮があるから」が 5名となり，フェアト
レードの目的に共感して購入しているケー
スが多いという傾向が見られた。フェアトレ
ード商品の価格に対する評価については，実
際に販売されているフェアトレードコーヒ
ーの価格（200g・1200円）と一般の量販店で
販売されているコーヒーの価格（200g・200
円）を提示して，どの程度の値段までフェア
トレードコーヒーに支払うことができるか
という仮想評価法（CVM）を用いたシナリオ
を設定し，支払可能金額の調査を行った。そ

の結果としては，回答した人の支払可能金額
の平均値は 587 円であった。但し，2000 円や
1500円といった回答もあったため，平均値は
支払可能金額と考えるには若干高めに出て
いる可能性があるため，最瀕値で見てみると
400 円となった。フェアトレードコーヒーの
価格については高いと評価する人が圧倒的
であったことを考えると，587円あるいは 400
円という支払可能金額は，回答者がフェアト
レードの理念や活動内容に一定の理解を示
した結果であると考えられる。 
 
（4）途上国でのフェアトレード商品の生産
者の意識を調査するために，タンザニア及び
バングラデシュに出向き，それぞれコーヒー
生産者，刺繍製品生産者にインタビューを行
った。タンザニアでは北部のルカニ村でのコ
ーヒー生産者について調査した。ここでは，
コーヒーだけに依存している訳ではなく，豆
類，トウモロコシ，牛乳等も生産している。
中でもコーヒーは生産性の高い作物ではな
く，収穫量的にはコーヒーが栽培の主力では
ないとのことであった。また，コーヒー等の
作物の価格はその年の天候やでき具合，ある
いはタンザニア経済，さらには世界経済の動
向によって変動するため，生活の安定にはつ
ながらないとのことであった。フェアトレー
ドでの取引は本来こうした不安定さを補う
ものであると考えられるが，ここでは取引量
の少なさが理論通りにはならない要因とし
て挙げられていた。さらに，現実の取引価格
の高騰によりフェアトレードでの取引より
も高い値段で取引されることもあるが，その
際にフェアトレードでの取引価格を上回る
現実の取引価格を適用されないのはおかし
いとの意見もあった。このようなことから，
生産者の立場からのフェアトレードと買い
付ける側からのフェアトレードの意識には
少なからず乖離があることが明らかになっ
た。バングラデシュでは，CJW（ジュートワ
ークス）のジュートバックの生産者，Aarong
（アーロン）のノクシカタ生産者，クムデニ
財団の刺繍生産者を訪問し調査を行った。バ
ングラデシュでは，近年日本等からの繊維産
業の工場（ガーメンツ）進出が活発であり，
そういった工場で働くという選択もできる
ようになってきている。多くのガーメンツは
月給制で仕事量の多寡にかかわらず一定の
給料を受け取ることができるが，フェアトレ
ード団体ではオーダーがなければ仕事はな
く収入は安定しない。それにもかかわらず，
フェアトレード団体で働くインセンティブ
は，時間的に制約がないので家の仕事をしな
がら生産者の生活スタイルに応じて働くこ
とができるところにあるとのことが明らか
になった。また，フェアトレード団体の中に
は，ローンを実施しているところもあり，金



利（CJW では年率 3％）はかかるが，通常の
マイクロクレジットの金利が年率 12％程度
であることを考えると金利負担は小さく利
用しやすいので，ミシン等を購入することが
できるというところもフェアトレード団体
で働く利点であるとのことであった。コーヒ
ーとは違って刺繍製品等の価格は安定して
いるためかフェアトレード取引の価格に関
する意見というものはほとんどなく，むしろ，
安定的な収入を得るために先進国側の取引
業者からの安定的なオーダーが欲しいとい
った意見が多く出されていた。 
 
（5）上記（1）〜（4）で得られた成果をも
とに，フェアトレードを題材とした社会科公
民教育の学習モデル開発を行った。学習モデ
ル開発の方向は，コーヒーを事例とし，持続
可能な発展のためのオルタナティブ（選択
肢）としてのフェアトレードを事象として取
り上げることを通して，経済学的な基礎知識
を踏まえながら，マクロな公正を問うことを
通して市民的資質の育成をめざす授業を開
発することである。授業は平成 20 年版学習
指導要領のもと，中学校公民的分野での学習
を想定して開発した。 
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